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平成２０年５月２９日判決言渡

平成２０年(行ケ)第１００２８号 審決取消請求事件

口頭弁論終結日 平成２０年３月１８日

判 決

原 告 Ｘ

被 告 特許庁長官 肥 塚 雅 博

指 定 代 理 人 関 口 哲 生

同 岡 本 昌 直

同 岡 千 代 子

同 高 木 彰

同 小 林 和 男

主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

特許庁が不服２００７－１５３０８号事件について平成１９年１２月１１

日にした審決を取り消す。

第２ 争いのない事実

１ 特許庁における手続の経緯

原告は，平成２年３月２６日に特許出願した特願平２－７７５０３号（以

下「原出願」という。）の一部を分割して，平成１３年３月３０日に新たな

特許出願とした特願２００１－１００８５８号の一部を更に分割して平成１

５年９月５日に新たな特許出願とした特願２００３－３１４３６３号の一部

を更に分割して，発明の名称を「調理レンジ」とする発明について平成１７

年７月１９日に新たな特許出願（特願２００５－２０８１１５号。以下「本
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願」という。）をした。特許庁は，平成１９年３月２８日付けで拒絶査定を

した。原告は，平成１９年５月１日，これを不服として審判請求（不服２０

０７－１５３０８号事件）をし，同年５月２９日，本願の願書に添付した特

許請求の範囲及び明細書の記載を補正する手続補正をした（以下，補正後の

特許請求の範囲及び明細書を「本願特許請求の範囲」及び「本願明細書」と

それぞれいう。）。特許庁は，審理の結果，平成１９年１２月１１日，「本

件審判の請求は，成り立たない。」との審決（以下「審決」という。）を

し，平成２０年１月９日，その謄本を原告に送達した。

２ 特許請求の範囲

本願特許請求の範囲の請求項１の記載は，次のとおりである（以下，この

発明を「本願発明」という。）。

「調理レンジの調理レンジ内又は調理部に容器を関与設定し該容器内にて

食品を煮る，炊く，蒸す又は調理する事が出来る。該容器内を加圧・減圧又

は加減圧する圧力作用を有する又は該加・減圧力機能を有する。又は加熱す

る加熱作用を有する又は該加熱機能を有する。上記記載の該容器を有した調

理レンジにおいて，上記記載の該調理レンジに屈折迂回部分，凹凸部分，分

岐部分，抵抗体，補助室，弁，安全弁，スプリング，玉体，輪導部，吸排出

口に連結した部に切り込み線部・穴部，管体，枝構成体，分散構造体，安全

機構・装置，圧力の道の制御・調整を行う機構・装置，圧力の分配を行う機

構・装置，圧への抵抗を行う機構・装置，加圧・減圧又は加減圧の作動又は

状態と温度の関係の変化に於いて為す温度・加熱変化を行う機構・装置，圧

の多段圧力制御を行う機構・装置，圧の経時的オンオフの機能を行う機構・

装置，圧の流動導の太細・直進・迂回機構・装置，又は蒸気・圧の発生流動

の流動導機構・装置等を少なくても何れか１つ又は複数を有して，圧力を調

整する圧力調整手段又は圧力を制御する圧力制御手段を備えたことを特徴と

する調理レンジ。」
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３ 審決の理由

別紙審決書写し記載のとおりである。要するに，本願発明は，原出願の出

願日前に頒布された刊行物である特開平１－１８６５８４号公報（甲１。以

下「引用例」という。）に記載された発明及び周知技術に基づいて当業者が

容易に発明をすることができたものであり，特許法２９条２項の規定により

特許を受けることができないから，請求項２に係る発明について検討するま

でもなく，本願は拒絶を免れないというものである。

審決は上記判断をするに当たり，引用例の記載から，下記(1)のとおりの２

つの発明（下記引用発明Ａ及びＢ）を認定した上，本願発明と下記(1)の発

明（引用発明Ａ）との一致点・相違点を下記(2)及び(3)のとおりそれぞれ認

定し，また，特開昭５９－４１７１７号公報（甲２。以下「周知例１」とい

う。）及び特開昭６２－２１３７１５号公報参照を（乙１。以下「周知例

２」という。）により，調理機において，調理室内を減圧したり，加圧・減

圧することが周知であるとした。

(1) 引用発明Ａの内容

「電子レンジの加熱室１２内にある耐圧容器２０内にて被加熱体１４を

電磁波で加熱する。該耐圧容器２０内を加圧する圧力作用を有する。上記

記載の該耐圧容器を有した電子レンジにおいて，ノズル２１を備え，内部

の圧力を上昇させるようにした電子レンジ」

なお，審決の「引用発明Ｂ」の認定は，「電子レンジの加熱室１２内で

被加熱体１４を加熱する。該加熱室内を加圧する圧力作用を有する。上記

記載の電子レンジに，所定の圧力でリークする圧力ノズル１５を有し，水

１８の入った容器１９を備え，マイクロ波により水を加熱し内部の圧力を

上昇させるようにする電子レンジ」というものである。

(2) 本願発明と引用発明Ａとの一致点

「調理レンジの調理部に容器を関与設定し該容器内にて食品を調理する
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事が出来る。該容器内を加圧する圧力作用を有する。上記記載の該容器を

有した調理レンジにおいて，圧力を調整する圧力調整手段を備えた調理レ

ンジ」である点。

(3) 本願発明と引用発明Ａとの相違点

ア 相違点ア

圧力作用につき，本願発明では，「加圧・減圧又は加減圧する」もの

であるのに対し，引用発明Ａでは，「加圧する」ものである点。

イ 相違点イ

本願発明は，調理レンジに屈折迂回部分，凹凸部分，分岐部分，抵抗

体，補助室，弁，安全弁，スプリング，玉体，輪導部，吸排出口に連結

した部に切り込み線部・穴部，管体，枝構成体，分散構造体，安全機構

・装置，圧力の道の制御・調整を行う機構・装置，圧力の分配を行う機

構・装置，圧への抵抗を行う機構・装置，加圧・減圧又は加減圧の作動

又は状態と温度の関係の変化に於いて為す温度・加熱変化を行う機構・

装置，圧の多段圧力制御を行う機構・装置，圧の経時的オンオフの機能

を行う機構・装置，圧の流動導の太細・直進・迂回機構・装置，又は蒸

気・圧の発生流動の流動導機構・装置等を少なくても何れか１つ又は複

数を有するのに対し，引用発明Ａは，該構成が不明である点。

第３ 当事者の主張

１ 原告の主張

別紙訴状写し（ただし，別紙訴状補正申出書写し記載のとおり訂正された

後のもの。以下，同じ。）の「請求の原因」（ただし，「１ 特許庁におけ

る手続の経緯」の記載に，別紙平成２０年３月１１日付け準備書面（第１

回）写しの２頁２行目ないし９行目で指摘された誤記があることは認め

る。）及び別紙平成２０年３月１７日付け準備書面（第１回）写し記載のと

おりである（以下，別紙訴状写しの「請求の原因」の「４ 原告の主張」
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の「(1) 取消事由１」〔２頁１９行目から５頁１６行目〕，「(2) 取消事

由２」〔５頁１７行目から９頁２行目〕，「(3) 取消事由３」〔９頁３行目

から１１頁２６行目〕及び「(4) 取消事由４」〔１１頁２７行目から１３頁

１８行目〕の各主張を，それぞれ「取消事由１」，「取消事由２」，「取消

事由３」，「取消事由４」といい，同項の「(5) 取消事由５」〔１３頁１９

行目から１４頁１行目〕及び「(6) 取消事由６」〔１４頁２行目から１７頁

１２行目〕並びに別紙平成２０年３月１７日付け準備書面（第１回）写しの

各主張を合わせて「取消事由５」という。）。

２ 被告の反論

別紙平成２０年３月１１日付け準備書面（第１回）写し記載のとおりであ

る。

第４ 当裁判所の判断

１ 取消事由１について

原告主張の取消事由１は，正確な内容であるか否かはさておき，審決を転

記しようとしたものにすぎない。

したがって，取消事由１に係る原告の主張は，主張自体が失当である。

なお，別紙訴状写しには，「特開昭５９－４１７１７号公報，（「甲第２

号証，引用発明Ｂ１」）」及び「特開昭６２－２１３７１５号公報（「甲第

３号証，引用発明Ｂ２」）」（４頁４行目から６行目）との各記載，「引用

発明Ｂ（「Ｂ１・Ｂ２の２つの特開公報」）」（４頁１１行目）との記

載，「引用例Ｂ１ 特開昭５９－４１７１７号公報」及び「引用例Ｂ２ 特

開昭６２－２１３７１５号公報」（５頁１８行目から１９行目）との各記

載，「引用発明Ｂ（引用発明Ｂ１・２は前記記載説明いたしました通りであ

る。）」との記載（９頁１４行目から１５行目）があるが，審決にいう「引

用発明Ｂ」は引用例に記載された発明の一つであって（審決書３頁１０行目

から１４行目），甲２又は３に記載された発明ではない。また，原告の提出
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に係る甲３は，特開昭６２－２１３７１５号公報（周知例２，乙１）ではな

く，同公報に記載された特許出願に係る特許掲載公報（特許第２６８５１７

２号公報）である。

２ 取消事由２について

原告は，周知例１及び２記載の各発明は，①容器を調理手段に関与させる

ものではないこと，②安全機構・装置の設定はないこと，③屈折迂回部分，

凹凸部分，分岐部分，抵抗体，補助室，弁，安全弁，スプリング，玉体，輪

導部，吸排出口に連結した部に切り込み線部・穴部，管体，枝構成体，分散

構造体，安全機構・装置，圧力の道の制御・調整を行う機構・装置，圧力の

分配を行う機構・装置，圧への抵抗を行う機構・装置，加圧・減圧又は加減

圧の作動又は状態と温度の関係の変化に於いて為す温度・加熱変化を行う機

構・装置，圧の多段圧力制御を行う機構・装置，圧の経時的オンオフの機能

を行う機構・装置，圧の流動導の太細・直進・迂回機構・装置，又は蒸気・

圧の発生流動の流動導機構・装置等を少なくても何れか１つ又は複数を有す

る構成を備えるものではないと主張する。

しかし，審決は，そもそも周知例１及び２は，相違点アに係る本願発明の

構成の容易想到性の判断の前提として「調理機において，調理室内を減圧し

たり，加圧・減圧すること」が周知事項であることを認定するため例示した

にすぎず，原告の主張に係る記載を認定するために用いたものではない。

したがって，原告の取消事由２に係る上記主張も，誤解に基づくものであ

って，主張自体失当である。

３ 取消事由３について

原告は，「引用発明Ａ，引用発明Ｂ１，Ｂ２と本願発明との同一技術思想

は存在しない」（別紙訴状写しの９頁１６行目，１０頁１４行目）と主張す

る。

原告が，引用発明Ａと本願発明との同一技術思想は存在しないと主張する
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趣旨は，引用発明Ａでは「所定の圧力でリークするノズル１５」は，詰まる

ことが予想されるのに対して，本願発明では，そのような事故の発生を想定

していないから，本願発明にいう「安全機構・装置」に該当しないという点

にあるものと理解される（なお，原告の上記主張における「引用発明Ｂ１，

Ｂ２」とは，甲２，３記載の各発明をいうものと解されるが，前記のとお

り，審決にいう「引用発明Ｂ」は引用例に記載された発明を指すのあって（

審決書３頁１０行目から１４行目），甲２又は３に記載された発明を指すも

のではない。）。

しかし，以下のとおり，原告の主張は失当である。

(1) 本願明細書（甲４の２）の記載

本願明細書には，「安全機構・装置」に関し，次の記載がある。

ア 「【００２１】ここで，本発明の調理レンジは，前記請求項における

調理部内の圧力制御・調整を行う機能として用いる部品・機構・構造・

又は構成を安全弁として用いる手段を有する安全装置，又は前記調理内

部の加圧・又は減圧の値が一定値を越えたとき，遮断部の離脱・又は解

放する手段を有する安全装置，又は扉開き構造の該部品を用いる手段を

有する安全装置，又は前記調理内部の加圧・又は減圧の値が一定値を越

えたとき止め栓構造の部品を備え該止め栓が飛び或いは外れてなる手段

を有する安全装置，又は加圧・減圧又は加減圧の安全値を設定し，前記

加圧・減圧又は加減圧の値が一定値に達したとき安全スイッチが働く手

段を有する安全装置 等の手段を設ける事もできる。」

イ 「【００３６】本発明に係る調理レンジは，調理部内を加圧，減圧，

又は加減圧調整又は制御する機能及び構造を有する安全装置機構を備

え，調理装置の管理や，調理の管理，又は安全の管理を行うこともでき

る。又，調理部内の圧力値が予め設定された加圧値を超えたときに作動

する管理装置手段や安全装置手段を備え，それらの情報を報知するよう
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にすることもできる。このように構成された調理レンジによれば，加圧

を行う機能を備えているにもかかわらず，過加圧といった安全性の問題

を解消することが出来，安全の管理を行うことが出来る。」

ウ 「【実施例１０】

【００８２】ここで説明する本発明に係わる調理レンジは，加圧，減

圧又は加減圧の調理レンジにて加圧，減圧又は加減圧にて調理中に加

圧，減圧が一定値を越えたとき，安全装置が作動して危険，爆発を防ぎ

安全を保つものである。

【００８３】安全装置を設定するに要する部品，構造は次のものがあ

る。

【００８４】イ） 第９実施例記載の特徴の制御，調整を行う機能と

して用いる部品，機構をもちいて安全弁として用いて安全装置とする。

【００８５】ロ）ばね等を用いて遮断部を離脱させて安全装置とす

る。

【００８６】ハ）扉風の開き構造等の加圧，減圧，が一定値を越えた

とき，扉が開き安全装置として作動する。

【００８７】ニ）止め栓構造の部品等にて加圧，減圧が一定値を越え

たとき，止め栓が飛んで安全装置として作動する。

【００８８】図２１体例を示し，加減圧調理レンジ（１）に於て，加

圧，減圧又は加減圧の安全値を設定し一定値に達した時，危険表示をす

る又は安全スイッチ（３０）が働き安全又は料理の管理を行うものであ

る。」

(2) 検討

前記(1)アないしウの各記載によれば，本願発明の「安全装置・機構」

は，「加圧，減圧又は加減圧の調理レンジにて加圧，減圧又は加減圧にて

調理中に加圧，減圧が一定値を越えたとき，安全装置が作動して危険，爆
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発を防ぎ安全を保つもの」であると認められる。

しかし，本願特許請求の範囲及び本願明細書を検討しても，本願発明に

いう「安全装置・機構」について，ノズルが詰まるという事故が発生した

ときにおいても「加減圧」が一定の範囲外となることを防止する装置・機

構であることの記載も示唆もない。

そうすると，引用例に記載の「所定の圧力でリークするノズル２１」

は，加圧が一定値を超えたときに作動するものであるから，本願発明の「

安全装置・機構」に相当するものといえるのであって，これと同様の働き

をする「ノズル１５」が，本願発明の「安全装置・機構」に相当するとす

る審決の認定に誤りはない。

以上のとおり，原告の主張は，本願特許請求の範囲及び本願明細書の記

載に基づかないものであり，採用することができない。

４ 取消事由４について

原告は，①引用発明Ｂは，安全機構・装置を有し，圧力を調整する圧力調

整手段を備えた調理レンジではないから，審決は，相違点イの判断の前提で

ある引用発明Ｂの認定に誤りがあること，②審決書４頁２５行目から３２行

目の「引用発明Ｂ」が「引用発明Ａ」の誤記であるとしても，審決の認定判

断には誤りがあることを主張しているものと解される。

しかし，前記１及び２のとおり，「引用発明Ｂ」は引用例に記載された発

明を認定した点で，審決に誤りはなく（審決書３頁１０行目から１４行

目），原告の上記主張は，同発明が周知例１又は２に記載された発明である

という誤解に基づいた主張であって，その主張自体失当である。

５ 取消事由５について

原告は，取消事由１ないし４で主張したように，審決の判断に誤りがある

旨主張する。しかし，上記検討したとおり，原告主張の取消事由１ないし４

はいずれも理由がなく，また，後記６のとおり，審決にはその結論に影響す
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るような誤りはない。

原告は，本願の願書に添付した特許請求の範囲及び明細書の記載を補正す

る旨主張するが，補正の手続は，特許法１７条の２の第１項所定の期間内に

特許庁において行うべき手続であって，審決取消訴訟においてすることはで

きない。原告の主張は，主張自体失当である。

以上のとおり，原告の取消事由に係る主張は，すべて理由がない。

６ 念のため，審決の認定判断の当否について，以下のとおり判断する。

(1) 引用例記載の発明について

ア 引用例（甲１）には，次の記載等がある。

(ア) 「被加熱体を収容する加熱室と，この加熱室内に電磁エネルギー

を照射して該加熱体を加熱する電磁波発生装置とを具備し，前記加熱

室内を，又は加熱室内にあって被加熱体を副次的に収容する容器内を

加圧可能に構成したことを特徴とする加熱装置。」（特許請求の範

囲）

(イ) 「［発明の目的］（産業上の利用分野）本発明は特に被加熱体を

高圧下において加熱できる電磁波による加熱装置に関する。」（１頁

左下欄１２行目から１５行目）

(ウ) 「（発明が解決しようとする課題）以上のように電磁波による加

熱には充分な加熱ができず長時間必要な場合がしばしばあった。本発

明は上記課題に鑑みなされたもので加熱が充分にできる電磁波による

加熱装置を提供することにある。［発明の構成］（課題を解決するた

めの手段）本発明は被加熱体を耐圧力容器内に収容し電磁波で加熱す

ることにより，より高温で，短時間に加熱することができるようにし

たものである。」（１頁右下欄１０行目から２０行目）

(エ) 「（実施例）以下本発明の実施例を図面を参照しながら説明す

る。第１図は本発明の電磁波による加熱装置の一例として電子レンジ
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の概略図を示す。電子レンジ本体１０の前面には開閉可能な扉１１が

あり，該扉１１には，加熱室１２内が約２気圧まで加圧しても開かな

いようにしたロック装置１３が設けられ，全体が耐圧構造となってい

る。すなわち，加熱室１２は約２気圧までの耐圧構造となっていて，

食品等の被加熱体１４を収容したまま加圧できる。背面には圧力ノズ

ル１５が取付けられていて，所定の圧力，例えば１．５気圧でリーク

する。電磁波を発生するマグネトロン１６は加熱室１２の外側に取付

けてあり，導波管１７を通して加熱室１２に導入される。加熱室の入

口には電磁波を通し，圧力を保つため隔壁で区切られている。被加熱

体は，マイクロ波で加熱される。又，加熱室内に水１８の入った容器

１９を入れておけば水も加熱され水蒸気で加熱室内も充満し，内部の

圧力は例えば１．５気圧まで上昇し，食品の充分な加熱が可能とな

る。」（２頁左上欄４行目から右上欄５行目）

(オ) 「本発明の他の実施例として第２図に示すように被加熱体１４を

自身は加熱されずに所定の圧力まで耐えられる耐圧容器２０に収容し

て，電磁波で加熱することもできる。該耐圧容器は，例えばノズル２

１の付いたガラス容器で構成しても良い。」（２頁右上欄６行目から

１０行目）

(カ) 第１図には，水１８を入れた容器１９が加熱室１２内に配置され

ており，扉１１にロック装置１３が取り付けられるとともに，ノズル

１５を備える電子レンジが図示されている。

(キ) 第２図には，電子レンジと，ノズル２１を備え，被加熱体１４を

内部に収容する耐圧容器２０が図示されている。

イ 前記ア(ア)ないし(キ)の記載等によれば，引用例には次の各事項が記

載されているものと認められる。

(ア) 「被加熱体を収容する加熱室と，この加熱室内に電磁エネルギー
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を照射して該加熱体を加熱する電磁波発生装置とを具備し，前記加熱

室内を，加圧可能に構成したことを特徴とする加熱装置」及び「被加

熱体を収容する加熱室と，この加熱室内に電磁エネルギーを照射して

該加熱体を加熱する電磁波発生装置とを具備し，加熱室内にあって被

加熱体を副次的に収容する容器内を加圧可能に構成したことを特徴と

する加熱装置」（特許請求の範囲，前記ア(ア)）

(イ) 「約２気圧まで加圧することができ，全体が耐圧構造となってい

て，食品等の被加熱体を収容したままで加圧できる加熱室１２と所定

の圧力（約１．５気圧）でリークする圧力ノズル１５とを備えた電子

レンジであって，加熱室内に水１８の入った容器１９を入れ，食品等

の被加熱体を電磁波で加熱すると同時に水も加熱することで発生する

水蒸気で加熱室内を充満することで内部の圧力を上昇させて，食品等

の被加熱体を加圧状態で加熱することを可能とした電子レンジ」（第

１の実施例，前記ア(エ)及び(カ)）

(ウ) 「ノズル２１を備えた耐圧容器２０に被加熱体１４を収容し，耐

圧容器を電子レンジの加熱室内１２に収容して加熱するようにした電

子レンジ」（第２の実施例，前記ア(オ)及び(キ)）

ウ そして，第１の実施例（前記イ(イ)）及び第２の実施例（前記イ(ウ

)）ををそれぞれ包含する発明として，「被加熱体を収容する加熱室と，

この加熱室内に電磁エネルギーを照射して該加熱体を加熱する電磁波発

生装置とを具備し，前記加熱室内を，加圧可能に構成したことを特徴と

する加熱装置」及び「被加熱体を収容する加熱室と，この加熱室内に電

磁エネルギーを照射して該加熱体を加熱する電磁波発生装置とを具備

し，加熱室内にあって被加熱体を副次的に収容する容器内を加圧可能に

構成したことを特徴とする加熱装置」が，特許請求の範囲に記載されて

いることは明らかであるから，第２の実施例において，①耐圧容器２０
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内は，第１の実施例と同様の手段によって加圧可能とされていること（

被加熱体１４を収容した耐圧容器２０を電子レンジの加熱室内に収容し

て加熱することにより，耐圧容器内を加熱するものであって，当該加圧

が，第１の実施例と同様に，加熱により発生する水蒸気により耐圧容器

内を充満させることによりなされること），②耐圧容器２０が備えるノ

ズル２１は，第１の実施例のノズル１５と同様に，所定の圧力でリーク

するものであることは，いずれも当業者であれば容易に理解することが

できる。

エ そうすると，引用例には，「電子レンジの加熱室内にある耐圧容器２

０内にて被加熱体２４を電磁波で加熱する」こと，「耐圧容器２０内を

加圧する圧力作用を有する」こと，「所定の圧力でリークするノズル２

１を耐圧容器２０が備える」こと，「電磁波により水を加熱し，耐圧容

器２０の圧力を上昇させるようにする」ことが，それぞれ開示されてい

るということができる。

したがって，引用例には，次の発明が記載されていると認められる。

(ア) 「電子レンジの加熱室内にある耐圧容器２０内にて被加熱体１４

を電磁波で加熱し，該耐圧容器２０内を加圧する圧力作用を有する電

子レンジにおいて，耐圧容器２０が所定の圧力でリークするノズル２

１を備え，電磁波により水を加熱して耐圧容器２０内の圧力を上昇さ

せるようにする電子レンジ」の発明（以下「引用発明①」という。）

(イ) 「電子レンジの加熱室１２内で被加熱体１４を加熱し，該加熱室

内を加圧する圧力作用を有する電子レンジにおいて，電子レンジに所

定の圧力でリークする圧力ノズル１５を備えており，水１８の入った

容器１９を備え，電磁波により水を加熱して電子レンジの加熱室内の

圧力を上昇させるようにする電子レンジ」の発明（以下「引用発明

②」という。）
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(2) 本願発明と引用発明①との対比

ア 本願発明と引用発明①とを対比すると，引用発明①の「電子レン

ジ」，「加熱室」，「耐圧容器」，「被加熱体」，「加熱し」は，それ

ぞれ本願発明の「調理レンジ」，「調理部」，「容器」，「食品」，「

調理する」に相当すると認められる。

イ 引用発明①の「所定の圧力でリークするノズル２１」は，加熱により

高まる耐圧容器内の圧力が，所定の圧力以上となることを防止する作用

を奏するものであって，耐圧容器内の圧力が想定される圧力以上に上昇

する危険を防止するためのものであることは明らかというべきであるか

ら，本願発明の「安全機構・装置」に相当するものといえる。

ウ 引用発明は，「電磁波により水を加熱して耐圧容器２０内の圧力を上

昇させるようにする」ものであって，「ノズル２１」により所定圧力以

上とならないように調整するものであるから，「圧力を調整する圧力調

整手段」を備えるものということができる。

エ そうすると，本願発明と引用発明①とは，「調理レンジの調理部に容

器を関与設定し該容器内にて食品を調理する事ができ，該容器内を加圧

する圧力作用を有し，圧力を調整する圧力調整手段を備えた調理レン

ジ」である点で一致し，次の点で相違すると認められる。

(ア) 相違点Ａ

本願発明は「容器内を加圧・減圧又は加減圧する圧力作用を有する

又は該加・減圧力機能を有す」るのに対して，引用発明①は，「容器

内を加圧する」のみである点。

(イ) 相違点Ｂ

本願発明は「該調理レンジに屈折迂回部分，凹凸部分，分岐部分，

抵抗体，補助室，弁，安全弁，スプリング，玉体，輪導部，吸排出口

に連結した部に切り込み線部・穴部，管体，枝構成体，分散構造体，
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安全機構・装置，圧力の道の制御・調整を行う機構・装置，圧力の分

配を行う機構・装置，圧への抵抗を行う機構・装置，加圧・減圧又は

加減圧の作動又は状態と温度の関係の変化に於いて為す温度・加熱変

化を行う機構・装置，圧の多段圧力制御を行う機構・装置，圧の経時

的オンオフの機能を行う機構・装置，圧の流動導の太細・直進・迂回

機構・装置，又は蒸気・圧の発生流動の流動導機構・装置等を少なく

ても何れか１つ又は複数を有して」いるのに対して，引用発明①

は，「容器に，本願発明の安全機構・装置に相当するところの所定以

上の圧力でリークするノズル２１を備える」ものの，調理レンジが上

記構成を備えるものではない点。

(3) 審決の認定判断について

ア 審決は，引用例記載の発明の一つとして，前記第２，３(1)のとおり，

引用発明Ａを認定し，同発明と本願発明との一致点・相違点を，前記第

２，３(2)及び(3)のとおり，認定した。

イ 審決は，相違点イ（前記第２，３(3)イ）について，「引用発明Ａは，

『ノズル』を具備するものであるが，該ノズルの構成・機能について

は，明らかではない。しかし，『耐圧容器２０』は，所定の圧力まで耐

えられるものである（「２．（５）」〔判決注，審決書３頁１行目から

４行目の摘記，すなわち，引用例の２頁右上欄６行目から１０行目の記

載を意味する。〕参照。）。また，引用発明Ｂは，同一技術思想におけ

る別実施例として記載されたものである。そうすると，引用発明Ａにお

ける『ノズル２１』を，所定の圧力まで耐えられるものとすることは，

当業者が容易に想到し得ることである。」（審決書４頁３３行目から５

頁７行目）と説示している。そして，審決の上記説示は，引用例記載の

第１の実施例に基づいて認定した引用発明Ｂ（前記第２，３(1)）の「ノ

ズル１５」は「所定の圧力でリークするノズル」であり，引用例におけ
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る第２の実施例に基づいて認定した引用発明Ａ（前記第２，３(1)）の「

ノズル」を，引用発明Ｂ（前記第２，３(1)）の「ノズル１５」と同様

に，「所定の圧力でリークするノズル」とすることは，当業者が容易に

想到し得た旨認定判断したものと解される。

審決の上記認定判断は，要するに，当業者であれば，引用例の第２の

実施例を記載した第２図における「圧力容器２０」が備える「ノズル２

１」は，第１の実施例と同様に，「所定の圧力でリークするノズルであ

る」ことを容易に想定し得るとしたものであって，実質的には，前記(1)

ウと同旨の認定判断であるといえる。

ウ しかし，審決における相違点イの判断は，本願発明が「電子レンジに

安全機構・装置」を備えたものであるのに対して，引用発明①が「耐圧

容器に安全機構・装置」を備えたものであるという相違点Ｂ（前記(2)エ

(イ)）について，実質的に判断していないものといわざるを得ないか

ら，審決は，相違点Ｂについて判断を遺脱した誤りがある。

そこで，審決の上記誤りが，結論に影響するか否か検討する。

(4) 相違点Ｂの想到容易性について

ア 引用発明②（前記(1)エ(イ)）は「ノズル１５」を備えており，安全機

構・装置を備えているものといえる。

イ 一方，引用発明①の圧力容器は，電子レンジの調理室内で加熱するこ

とによりその内部を加圧するものであって，引用発明②の電子レンジに

よっても当該圧力容器を加圧することができることは，当業者であれば

容易に理解できることであるから，引用発明①の電子レンジに換えて引

用発明②のノズル１５を備えた電子レンジにより加熱を行うようにする

ことは，必要に応じて適宜なし得る程度のことというべきである。そし

て，引用発明①の電子レンジに代えて，安全機構・装置を備える調理室

内が気密とされた引用発明②の電子レンジを用いる場合においても，圧
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力容器の備えるノズル２１により，所定圧力以上となった水蒸気が放出

されるのであるから，気密とされた調理室内の圧力が所定圧力以上とな

ることを防止するためのノズル１５を備えておく必要があることには変

わりはない。

なお，本願明細書の記載を検討しても，調理レンジ内に関与設定した

容器内を加減圧する場合において，調理レンジを気密にして，安全機構

・装置を調理レンジに備えるようにする格別の技術的意義は見い出せな

い。

したがって，引用発明①において，相違点Ｂに係る本願発明の構成と

することは，当業者が適宜なし得た程度のことというべきであるから，

審決が相違点Ｂについて判断を遺脱した誤りは，審決の結論に影響する

ものとはいえない。

(5) 相違点Ａの想到容易性について

相違点Ａ（前記(2)エ(ア)）は，審決が認定した相違点ア（前記第２，３

(3)）と実質的に同じであるところ，以下のとおり，審決の相違点アの判断

に誤りはない。

ア 周知例１について

(ア) 周知例１（甲２）には，次の記載がある。

ａ 「密閉自在な調理室を有する調理器本体と，この本体の調理室内

を所望時に減圧する減圧装置と，上記調理室内の食品を所望時に加

熱する加熱手段とを備えてなる調理器。」（１頁左下欄５行目から

８行目）

ｂ 「この発明は，レンジ，オーブン，グリル料理において，その調

理室内を減圧条件とし，従来にない調理法や従来の改善法を可能に

するもので，さらに，各調理終了後には短時間に食品を飲食可能な

温度まで冷却することのできる調理器を提供するものである。たと
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えば，たまご焼き，お好み焼きでは，圧力を制御することにより，

従来の平面的なものから，立体的なものまで仕上がり状態を選択す

ることができる。また，１００℃付近まで温度を上げずに含水量を

減少させることも可能である。さらにベーキングパウダー等を使用

し，発泡させることが必要なパンやケーキの発泡を促進させ，ふつ

くらと柔らかな仕上がりを得やすくすることができる。含水量の多

い料理の場合には，調理終了後減圧状態にすることにより，食品を

沸騰させ，その気化熱を利用して短時間に飲食可能な温度まで冷却

させることができる。」（１頁左下欄１０行目から右下欄７行目）

ｃ 「つぎに，減圧調理器として使用する場合について第１図，第２

図，第４図及び第５図を用いて説明する。電源スイッチ(16)を入

れ，調理したい飲食物を調理室(5)に入れ，冷却選択スイッチ(20)を

調理側に切り換える。調理時の圧力は設定圧力（温度）表示部(14)

を見ながら設定圧力（温度）調整ダイヤル(12)により設定する。こ

の状態の電気回路を示したものが第４図である。・・・扉(2)を閉め

ると，ドアースイッチ(18)がＯＮ状態となり，適当な調理時間をタ

イマー(15)でセットし，接点がＯＮ状態となる。スタートスイッチ(

17)をＯＮするとスタート用リレー(24)が動作する。・・・電流は圧

力スイッチ(11)の高圧側(11a)接点に流れ第２の電磁バルブ(10)が閉

まり，パワーリレー(25)を動作させる。同時に加熱源選択スイッチ(

19)によつて選択されたマグネトロン(22)，かヒーター(21)に電圧が

印加され，調理室(5)内の加熱が開始される。これよりやや遅れて，

遅延リレー(26)が動作する。・・・圧力が設定値よりも下がると，

圧力スイッチ(11)が低圧側(11b)となりＯＦＦするため，パワーリレ

ー(25)がＯＦＦ状態となり第１の電磁バルブ(9)が閉まる。」（３頁

左上欄１４行目から左下欄５行目）
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(イ) 前記(ア)ａないしｃの記載によれば，周知例１には，「調理器の

調理室内を減圧して加熱調理を行う減圧調理器」が記載されていると

認められる。

イ 周知例２について

(ア) 周知例２（乙１）には次の記載がある。

ａ 「レンジ室内を気密に保持し，室内の圧力を加圧，又は減圧して

調理する加減圧調理レンジの構造。」（１頁左下欄５行目から６行

目）

ｂ 「この発明は調理レンジに関するもので，従来のレンジは熟を加

えるのみの調理で加熱温度の調整だけであったが，本発明は圧力の

調整を加え従来より高度な調理をおこなう事を目的としている。本

発明は加熱前に，調理材に調味料の味付けを減圧，又は加圧を行う

事により内部まですみやかに浸透させ，その後，加熱を行い調理す

る。このとき圧力の調整を行う事により調理材内部温度の調整を行

い美味な調理をおこなうものである。」（１頁左下欄８行目から１

６行目）

ｃ 「外枠１に密着する扉２，とで気密室６を設け，その内部を加熱

する加熱体３，及び気密室６に管合したポンプ４又は調圧器５にて

気密室６の圧力を調整する構造の加減圧調理レンジの構造で，圧

力，時間，繰り返し数，等種々設定し適当な調理お行う事によっ

て，従来の方法では得られなかった美味な調理が出切る有益な発明

である。」（１頁右下欄１行目から８行目）

(イ) 前記(ア)ａないしｃの各記載によれば，周知例２には，「気密室

６の圧力を加圧又は減圧して加熱調理を行う加減圧調理レンジ」が記

載されていると認められる。

ウ 前記ア及びイ並びに弁論の全趣旨によれば，原出願の出願当時，調理レ
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ンジの調理室内を加圧したり，減圧したりして，加熱調理を行うこと

は，周知であったと認めるのが相当である。

エ そして，引用発明①においても上記周知の調理方法を実現するために

は，耐圧容器を，加圧又は減圧可能な構成とすれば良いことは当業者であ

れば容易に想到し得るものである。なお，本願明細書において，調理レン

ジ内に設ける容器内を加圧又は減圧可能とする手段について特に明記され

ていないこと，周知例１及び２に記載されているように調理レンジの調理

部内を加圧したり減圧したりする手段が，原出願の出願時において既に周

知であることに照らせば，「容器内を加圧又は減圧可能に構成する」こと

は，当業者が容易になし得る程度のことというべきであるから，引用発明

①において，相違点Ａ（審決が認定した相違点アと実質的に同じ）に係る

本願発明の構成とすることは，当業者が容易に想到し得たものというべき

である。

オ 以上のとおりであるから，審決が，周知例１及び２を例示して，「調理

機において，調理室内を減圧したり，加圧・減圧することは，従来周知の

技術である・・・。そうすると，引用発明Ａにおける圧力作用を加圧する

ものに換えて，加圧・減圧又は加減圧するものとした点は，周知技術に基

づいて，当業者が容易に想到し得たことである。」（審決書４頁１３行目

から１８行目）と認定判断したことに誤りはない。

７ 結論

以上のとおり，原告主張の取消事由には理由がなく，また，審決に，これ

を取り消すべきそのほかの誤りがあるとも認められない。よって，原告の本

訴請求は理由がないから，これを棄却することとし，主文のとおり判決す

る。

知的財産高等裁判所第３部
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裁判長裁判官 飯 村 敏 明

裁判官 嶋 末 和 秀
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裁判長裁判官 飯 村 敏 明


